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計画策定にあたっての基本的事項について

１ 計画策定の背景

我が国の65歳以上の高齢者人口は，平成22年10月１日現在で総人口の

23％を超え，75歳以上人口は11.2％となり，国民の約４人に１人が高齢者，

９人に１人が75歳以上という「本格的な高齢社会」となっています。戦後一

貫して増加傾向が続いてきた総人口も，少子化などにより既に減少に転じて

います。

国では，こうした高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や核家族化の進

行など要介護者を支えてきた家族をめぐる状況の変化に対応するため，社会

全体で高齢者介護を支える仕組みとして，平成12年に介護保険制度を創設し，

以来，10年以上が経過しました。

この間，団塊の世代が65歳以上となる平成27年を見据え，平成17年には

介護保険の持続可能性等の観点から介護保険法の大幅な改正を行い，予防重

視，地域密着型サービスの導入や地域包括支援センターの創設など新たなサ

ービス体系が導入されました。

また，平成23年６月には，高齢者が地域で自立した生活を営めるよう，医

療，介護，予防，住まい，生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域

包括ケアシステム」の実現に向けた取り組みを進めるため，介護保険法等が

改正されました。

函館市では，老人福祉法および老人保健法に基づき，平成５年度に「函館

市高齢者等保健・医療・福祉計画」を策定しました。平成12年度には第２次

計画と介護保険事業計画を一体的に策定し，以来３年ごとに計画を見直し，

平成20年度には「第５次函館市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計

画」を策定し，高齢者の保健・福祉にかかわる各種サービスの総合的な提供

に努めてきました。

このたび，現計画の計画期間（平成21～23年度）が満了することから，

その後の状況の変化を踏まえながら，これを見直し，新たな計画を策定する

ものです。
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２ 法令などの根拠

この計画は，介護保険の利用の有無にかかわらず，高齢者全体の保健・医

療・福祉の施策全般を定める高齢者保健福祉計画と，介護保険事業について

そのサービス見込み量などを定める介護保険事業計画を一体的に策定するも

のです。

高齢者保健福祉計画は，基本的な政策目標を設定するとともに，その実現

のために取り組むべき施策全般を盛り込んでおり，これは，老人福祉法第20

条の８の規定による老人福祉計画と位置づけられます。

介護保険事業計画は，要支援・要介護者の人数，介護保険の給付対象とな

るサービスの利用意向等を勘案し，介護保険の給付対象となるサービスの種

類ごとの量の見込み等を定めるなど，介護保険事業運営の基礎となる事業計

画です。介護保険事業計画は，介護保険法第117条に規定された計画で，今

回が第５期となります。

３ 計画の策定に向けた取り組みおよび体制

計画策定にあたり国が示していた，平成26年度における要介護２以上の認

定者数に対する介護保険３施設（介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介

護療養型医療施設）および居住系サービス（認知症対応型共同生活介護，介

護専用型特定施設入居者生活介護）の利用者の割合を37％以下とするという

参考とすべき標準値（参酌標準）が平成22年10月に撤廃され，地域の実情

に応じた基盤整備が行えるようになりました。

また，今般の介護保険法等の改正により地域包括ケアの一層の推進，24時

間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設，介護療養病

床の廃止期限（平成24年３月末）の延長などが規定されたところです。

本市としては，これらを踏まえながら，本市の状況に応じた在宅サービス

と施設サービスのバランスの取れた整備を進めるよう，以下の取り組みなど

を通じて新たな計画を策定します。

(1) 函館市福祉計画策定推進委員会の開催

計画の策定にあたり，市民の意見を反映するために，保健・医療・福祉

関係者および一般公募の市民により構成する「函館市福祉計画策定推進委

員会」を開催し，協議します。



- 3 -

(2) 市民への情報公開

函館市福祉計画推進委員会での協議については公開し，協議経過を市の

ホームページ上で公開するほか，計画内容について，パブリックコメント

で意見集約や周知を図ります。

(3) 各種調査の実施

計画の策定にあたり高齢者の実態やニーズを把握するため，以下の調査

を実施しています。

① 日常生活圏域高齢者ニーズ調査

ア 調査の目的

計画策定にあたり，地域の課題や高齢者のニーズを今まで以上によ

り的確に把握するとともに，日常生活圏域ごとに必要なサービスの種

類や量，サービス提供基盤の整備や地域支援事業の構築等をどのよう

に進めていくかの具体的方策について検討する。

イ 調査内容

高齢者の意識，生活実態，健康状態，介護環境等を調査し，日常生

活や地域における課題，在宅サービスの利用状況，ニーズ等の把握を

行う。

ウ 調査地域

日常生活圏域（市内６圏域）

エ 調査対象者

在宅の65歳以上の高齢者（要介護３～５の認定者を除く）

オ 調査対象者数

4,400人（西部720人，中央部740人，東央部740人，

北東部760人，北部720人，東部720人）

カ 調査項目

国が示した項目を基に，市独自の調査項目を加えた以下の項目。

家族・生活状況，運動・閉じこもり，転倒，口腔・栄養，認知機能，

日常生活，社会参加，健康，生きがいなど

キ 調査方法等

無作為に抽出した対象者に，郵送により調査票を配布し，回収する。

ク 調査期間

平成23年８月１日～19日
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② 介護保険施設等入所申込者状況調査

ア 調査の目的

介護保険施設等の施設・居住系サービスの必要量の設定等に係る基

礎資料とするため。

イ 調査対象施設

函館市内に所在する以下の施設

・特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設(地域密着型を含む)）

・介護老人保健施設

・介護療養型医療施設

・特定施設入居者生活介護事業所（地域密着型を含む）

・認知症対応型共同生活介護事業所（認知症高齢者グループホーム）

・軽費老人ホーム(ケアハウス）

ウ 調査対象者

上記対象施設に入所(入居)申込みをしている方

（函館市民以外も含む）

エ 調査内容（項目）

氏名，生年月日，被保険者番号，性別，居住地，要介護度，居場所，

入所希望時期，世帯状況，他の施設への申込みの有無，情報入手時

期

オ 調査方法

調査対象施設に「入所(入居)申込者状況照会票」を郵送・Ｅメール

で配布し，回収した。

カ 調査期間

平成23年７月４日～15日
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４ 計画期間

介護保険法に基づき，平成24年度から平成26年度までの３年間の計画と

します。

５ 他の計画との整合性

計画策定にあたっては，国の基本指針に即したものとし，同時に策定する

北海道の高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画との整合を図りながら

策定します。

また，函館市基本構想に即したものとし，第２次函館市地域福祉計画や他

の高齢者に関する事項を定める各種計画と調和が保たれたものとします。

計画名 年度（平成）

（計画期間）

函館市高齢者等保健・医療・福祉計画

（平成５～11年度)

第２次函館市高齢者等保健・医療・福祉計画

函館市介護保険事業計画

（平成12～16年度)

第３次函館市高齢者等保健・医療・福祉計画

第２期函館市介護保険事業計画 見直し，策定→

（平成15～19年度)

第４次函館市高齢者等保健・医療・福祉計画

第３期函館市介護保険事業計画 見直し，策定→

（平成18～20年度)

第５次函館市高齢者保健福祉計画

第４期函館市介護保険事業計画 見直し，策定→

（平成21～23年度)

第６次函館市高齢者保健福祉計画

第５期函館市介護保険事業計画 見直し，策定→

（平成24～26年度)

５

策定

10 11６ ７ ８ ９

※平成26年度までの目標量を盛り込む

18 19 20 21 22 23 24 25 26

中間見直し→

12 13 14 15 16 17


